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（イ）休学・退学防⽌対策の強化

静岡産業⼤学・中期計画＜2020年度〜2024年度＞(2024/12/20ver)／アクションプランシート（⼤学）

⼤ 学

基
本
指
針

（１）静岡産業⼤学の「理念」、「ミッション」、「県⺠⼤学宣⾔」を踏まえ、社会の変化及び直⾯する課題に的確に対応した効果的な教育改⾰を推進する。

（２）⼈⼝減少が進む中、地域ニーズを踏まえた、質の⾼い教育機会の提供、⼈材を育成するため、ふじのくに地域・⼤学コンソーシアムをプラットフォームとした産官学連携に積極的に寄与し、その中で価値ある役割を発揮するとともに、
   県・市町・商⼯会議所などと連携し、本学の研究・教育・地域貢献機能を強化する。

（３）常に⾃⼰点検評価を⾏うことを旨としたIR(Institutional Reseach)活動と連動した運営の達成度の⾒える化を積極的に推進する。また、これに⽂科省の⼤学政策を的確に反映させ、本学のSDGsの確⽴に向けた活動を推進する。

◎副学⻑（⽥畑）
◎学部⻑（佐野・髙橋）
◎教務部⻑（⼩泉）
●教務委員⻑（永⽥・徐）
●就職委員⻑（宮⽥・江間）
△教務課（佐野温・中村）
△キャリア⽀援課（⽇⾼・⻫藤）

（ア）
PROGテストについて、学⽣の４年間の成
⻑を客観的に把握し、教育の質の向上に資
するため、１年次、３年次に加え、４年次
にも⾏うことについて検討する。
学⽣個⼈ファイル（⼊学前から卒業後まで
の情報収集・記録・分析）の整備を進め、
教職員で共有する。
教学のDX化を進めるため、教務、キャリ
アなど学⽣のデータを⼀元的に管理活⽤す
るシステムについて、現在使⽤しているシ
ステムの更改を検討する。

（イ）
アドバイザー教員は、学⽣と定期的に⾯談
し、記録を学⽣個⼈ファイルに記載し、教
育指導に活かすとともに、学部⻑に報告す
ることを徹底する。アドバイザー教員、学
部⻑は、休学・退学につながる兆候情報を
得た時には、当該学⽣の相談体制を整え対
応する。学部⻑は退学・休学理由を分析
し、防⽌策を実⾏する。

（４）教員、職員の業務をゼロベースから⾒直し、働き甲斐のある職場、⽣産性の⾼い職場を創出していくこと常に⽬指す。
（５）先進的なＩＣＴを効果的・効率的に活⽤することを通して、教育研究・⼤学運営のDXを推進する。

◆基本戦略Ⅰ；教育の質的転換とその実質化
重点政策 2024年度計画アクションプラン 上期進捗状況(2024.9) 下期進捗状況(2025.3) 担当 次年度以降に向けての修正点

（ア）学⽣の⼊学前から卒業後までの⼀連の学びの実態を把握し⽀援と結び
   つけるエンロールメント・マネジメントの強化

【ソフト⾯の５つの重点政策】
①教育の質的転換に向けた教学マネジメントと改⾰ ①に関して

（ア）
【経営】PROGの結果の共有については⼀
定の成果があるが、個別の学⽣の指導への
活⽤について引き続き検討する。
【スポ】PROGテストについて、１年次、
３年次の傾向は、ここ数年同様であるこ
と。今後は３年次の回答者数の改善を図り
つつ、継続実施について検討していく。学
⽣個⼈ファイルは教職員で共有できてお
り、学⽣のデータを⼀元的に管理活⽤する
システムの更改については継続して検討す
る。

（イ）
【経営】アドバイザー教員は、前後期始め
の⾯談期間に⾯談を実施、さらにキャリア
系の⾯談を定期的に実施し教務システムの
⾯談記録等に記載している。出席状況のア
ラートシステムがまだ機能せず、兆候情報
の取得等に⾄っていない。退学・休学願の
押印時に理由、⾯談記録等の確認を実施す
るも、経済的理由、就学意欲の低下が多い
ため、効果的な防⽌策の実⾏を検討してい
く。
【スポ】アドバイザー教員は、学⽣と定期
的に⾯談している。休学・離学に⾄る結果
については、学部⻑への報告をより強化し
ていく。
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⼤ 学

2024年度計画アクションプラン
（ウ）
経営学部は、2025年度以降のカリキュラ
ムに円滑に移⾏できるよう、教職員間の情
報共有を密にするとともに、磐⽥キャンパ
ス、藤枝キャンパスで特⾊ある授業を設定
する。
スポーツ科学部は、本学でないと学べない
特⾊ある授業を多くしていく。また、
2025年度以降の学びの幅を拡⼤するにあ
たって、ステークホルダーの意⾒・要望を
踏まえた⽅針を策定する。
キャップ制を⼯夫し、１年⽣から４年⽣ま
で常に学び続けるカリキュラムとする。
夏季、冬季休講期間中に⾏う集中講義は年
間履修登録単位数の制限に含めない科⽬と
して、学⽣たちが年間を通して学び続ける
ことができるよう検討し、具体化する。
数理・データサイエンス・ＡＩ教育を強化
する。
シラバスの記載を具体的で学⽣に分かりや
すい内容とする。
4年間の学習を通して、学⽣⼀⼈⼀⼈につ
いて、DPに⽰した能⼒の習得度の⾒える
化に取り組む。
授業科⽬のナンバリングを実践化し、学⽣
の授業選択をわかりやすいものとする。
授業アンケートの結果を教職員が共有し、
授業改善を⾏う。
学⽣、卒業⽣、就職先企業などへのアン
ケート調査・分析を⾏い、教育の質向上に
つながる具体策を⽰し、実⾏する。
PROG及び全国学⽣調査の結果を教育内
容・⽅法等の改善につなげる。（再掲）
教育・授業、事務のDX化を促進するた
め、先進的な取り組み事例の調査・研究を
教職員が連携して実施し、委員会ごとに
ロードマップを作成し、実施していく。

（エ）『「⼤化け教育」のSSU』にふさわしい全学共通教養教育、専⾨教育科⽬、
   産学官連携実学教育の推進

（エ）
急激に変化を続ける社会で活躍できる⼈材
を育成するため、１学年の後期にもゼミ形
式の授業（基礎ゼミの延⻑を含め）を設け
ることを検討する。
引き続き、「冠講座」の充実に努める。

次年度以降に向けての修正点下期進捗状況(2025.3) 担当重点政策 上期進捗状況(2024.9)
（ウ）磐⽥キャンパス、藤枝キャンパスで特⾊ある授業の設定、4年間常に
   学び続ける履修体系の確⽴及びDPに⽰した能⼒の⾒える化

（ウ）
【経営】全学共通科⽬及び両学部の専⾨科
⽬について、本学、両学部、キャンパスの
特⾊が発揮されるようカリキュラムの⾒直
しを⾏った。
【スポ】スポーツ科学部は、本学でないと
学べない特⾊ある授業を設定し、３年次か
らのゼミ所属や卒論執筆を推進してきた。
2025年度以降の新カリキュラムや４つの
プログラムを配置し、同様の考えで企図し
た。各調査（授業アンケート、卒業⽣、就
職先企業など）では、回答数が少ない傾向
にある為、回答率向上のための対応を検討
していく。

（エ）
【経営】ゼミ等の演習科⽬の強化、集中講
義や海外研修等の充実など、実学教育の実
施体制を強化した。
【スポ】1〜４年までゼミ形式の授業を設
定できた。また、「スポーツチームマネジ
メント」プログラムにおいても、実学的な
学びが出来るよう検討する。
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⼤ 学

（オ）⾼い専⾨性を⾝に付け、⾃分⾃⾝で課題を設定して、新たな価値を創造する
   ⼈材を育成するための、全学年を通したゼミ形式の授業の実施、学外（海外）
   研修、ＡＩ・ＩＣＴ活⽤教育の充実、ラーニング・メソッド研究と推進

（カ）若⼿及び実務家教員の計画的な確保、先進的な教育を担保する教員の研究
   ⽀援、スポーツ科学部の発展に向けた構想作成着⼿

重点政策 2024年度計画アクションプラン 上期進捗状況(2024.9)

◎副学⻑（⽥畑）
●学部⻑（佐野・髙橋）
△企画調整室（澤野）

下期進捗状況(2025.3) 担当 次年度以降に向けての修正点
◎副学⻑（⽥畑）
◎学部⻑（佐野・髙橋）
◎教務部⻑（⼩泉）
●教務委員⻑（永⽥・徐）
△教務課（佐野温・中村）

（オ）
【経営】海外協定校であるニュージーラン
ドワイカト⼤学を視察し、⼤学での学び、
現地の様⼦を調査した。安⼼安全に学習へ
集中できる環境であることがわかったの
で、今後は積極的に学⽣へ周知していきた
い。
【スポ】海外研修を実施するため、３名の
教員が予備調査のため、特別研修⽀援経費
を活⽤するとともに、社会実践講座を充実
させる。
4年間を通してゼミ形式の授業を受講でき
るようにするとともに、ゼミナール科⽬
（基礎ゼミナール、専⾨ゼミナール、卒業
研究）の必修化を進めた。また、各種資格
取得に資する授業を特に2025年度から充
実するように、2024年度も先⾏実施して
いる。
学⽣が、社会のDX化の進展に対応したデ
ジタル技術を使いこなすことができるよう
にするため、特に３年次のゼミではパソコ
ン等の活⽤を進める。
アクティブ・ラーニングを拡⼤していくた
めラーニングメソッド研究を進めた。

（カ）
【経営】特別研究⽀援経費を若⼿教員を中
⼼に採択し、経営学部の新しい学びに向け
た研究に着⼿している。経営学部の新カリ
キュラム実施に向けて実務家教員を含む教
員確保を進めている。
【スポ】特別研究⽀援経費をスポーツ科学
部若⼿中堅教員は採択出来ており、研究に
着⼿している。スポーツ科学部の教育研
究、並びに、2025年度からの新カリキュ
ラム構想は⽴案出来ている。収容定員の拡
⼤に向けては、2025年度⼊試の年内120名
の定員確保も含め、慎重な検討が必要であ
る。構想実現のためのプロジェクトの⽴ち
上げについては、関係者や⼯程表の作成を
はじめ、早めの検討が必要である。

（オ）
夏季、冬季休講中も学びを継続して⾏うた
め、海外研修、学外集中講義をこれまで以
上に実施する。学部で計画を作り実施す
る。海外研修を実施するための教員の予備
調査は特別研修⽀援経費を活⽤して⾏う。
社会実践講座を充実する。
4年間を通してゼミ形式の授業を受講でき
るようにするとともに、ゼミナール科⽬
（基礎ゼミナール、専⾨ゼミナール、卒業
研究）の必修化を進める。
各種資格取得に資する授業を充実する。
学⽣が、社会のDX化の進展に対応したデ
ジタル技術を使いこなすことができるよう
にするため、すべての授業でパソコン等の
活⽤を進める。
アクティブ・ラーニングを拡⼤していくた
めラーニングメソッド研究を進める。

（カ）
⼤学設置基準等の改定を踏まえ、必要教員
数を確保するため、5年間程度の中期⼈事
計画を策定し、着実に実施する。
特別研究⽀援経費は、教育の質向上、社
会・地域の課題解決につながる研究、若⼿
教員へ重点的に配分する。
スポーツ科学部の教育研究及び収容定員の
拡⼤に向けた構想を策定し、構想実現のた
めのプロジェクトを⽴ち上げ、⼯程表を作
成し実施する。
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（キ）系列校・協定校等への⾼⼤接続授業の積極的推進など連携強化

（ケ）私⽴⼤学等改⾰総合⽀援事業等の公的補助⾦獲得の推進
⼤ 学

（キ）
⾼校での総合的な学習（探究）の時間の授
業等を⽀援するための出前授業・訪問指
導、本学施設を使った体験授業を積極的に
実施する。
スポーツプレゼン⼊試、探究プレゼン⼊試
の事前・事後の授業を充実する。

（ク）
特待⽣向けの学びの強化を各学部で検討・
実施し、特待⽣の就職先との関連を分析・
⾒える化する。
学業特待⽣は、学業の努⼒結果が特待ラン
クに結び付くことを周知し、学⽣の学ぶ意
欲の向上に結び付くようにする。
スポーツ特待は、制度全体を再点検し、特
待の判断基準を明確化して、特待ランクの
付け替えについても制度化する。
学⽣募集戦略会議で策定した「学⽣募集対
策」に基づき、ロードマップを着実に実施
する。

（ケ）
引き続き、公的補助⾦を獲得していく。
私⽴⼤学等改⾰総合⽀援事業が引き続き採
択されるよう対応するとともに、令和６年
度新規事業である「少⼦化時代を⽀える新
たな私⽴⼤学等の経営改⾰⽀援」の獲得に
向け、企画調整室が事務局となって、教職
員・⾃治体・経済界のプロジェクトを⽴ち
上げ、申請を⾏う。

重点政策 2024年度計画アクションプラン 上期進捗状況(2024.9)

（ク）特待⽣の学びの強化、出⼝プログラムの明確化、学⽣ニーズの多様化への
   対応、学⽣募集との連動の強化

（キ）
【経営】系列校・指定校などに対して、探
究活動のサポートを中⼼とした出前授業や
ゼミとの連携、およびBiViキャンでのワー
クショップなどの活動を引き続き推進し
た。
【スポ】出張授業には最⼤限可能な限り対
応している。また、協定校には担当者を配
置し、研修、授業、進路相談などあらゆる
対応をしている。

（ケ）
【経営】過年度に引き続き、磐⽥市、藤枝
市との連携事業・共同研究を推進した。
【スポ】科学研究誌をはじめ、外部の公的
資⾦獲得に積極的に応募するようにし、研
究⽀援⾦の確保に努めた。特に50歳以下の
教員の場合には、全員が科学研究費の申請
を義務付け、これは研究の推進にも寄与し
ている。その結果、３件の新規科研費取得
に繋がった。
【企画調整室】
新規補助⾦の獲得については、教員、事務
職員から成る特定課題対応チームを編成
し、対応した。「少⼦化時代を⽀える新た
な私⽴⼤学等の経営改⾰⽀援」補助⾦は対
応チーム内での協議の機会が⼗分確保でき
なかったが、期限である８⽉末までに必要
書類を整え、申請を完了した。「感動する
⼤学スポーツ総合⽀援」  に係る補助⾦に
ついては、⺠間事業者を加えて総合研究所
を中⼼として検討を⾏ったが、準備不⼗分
のため本年度の申請は⾒送った。また、私
⽴⼤学等改⾰総合⽀援事業の引き続きの採
択に向けて、学内調整等申請準備を進め
た。

下期進捗状況(2025.3) 担当 次年度以降に向けての修正点
◎副学⻑（⽥畑・丹⽻）
◎学部⻑（佐野・髙橋）
●副学部⻑（⼭⽥・和⽥）
△⼊試課（鈴⽊）
△学⽣募集戦略室（吉添・河村）

（ク）
【経営】特待⽣を中⼼に各種「塾」への参
加誘導を進めた。また、経営学部の新カリ
キュラムにおいて、専⾨ゼミナールを必修
化することによって、4年間を通したゼミ
教育を⾏えるよう検討を進めた。
【スポ】学業特待⽣の⼊学後の成績維持に
ついては、必ずしも上⼿くいっているとい
う状況ではない。アドバイザーを通じて、
定期的な学習指導やサポートなどを実施し
ているが、⼗分な成果が上がっていない。
教務委員会などを中⼼に検討を続けてい
る。
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⼤ 学

（イ）
客員研究員については、総合研究所運営協
議会の承認を得て１名を追加し、書籍等出
版業務に係る事業の執⾏体制を強化した。
藤枝市⺠⼤学は本年度これまでの⼀般教養
コース、リカレント教育コースにリスキリ
ングコースを追加して、前年度より12講座
増やして、55講座を開講した。藤枝キャン
パス、藤枝駅前キャンパス（BiViキャン）
の施設を会場として提供し、本学教授、総
研客員研究員等6⼈を講師としている。
磐⽥キャンパスでは下期開催の公開講座の
準備を進め、これまで経営に関するテーマ
が中⼼だったところ、今年度は初めてス
ポーツに関するテーマを取り上げることと
なっている。
そのほか、本学学⽣の受講に配慮して資格
取得コースの円滑な運営や、⾃治体等から
の受託事業の拡⼤に努めている。

（イ）総合研究所における地域連携の強化

（ウ）藤枝市、磐⽥市との協働事業など、経営、スポーツ、ICT等の地域社会
   ⽀援活動の形成推進

（ウ）
教職センター、経営研究センター、保育研
究センター、情報デザイン研究センター、
⽇本語教育研究センター、地域学（しずお
か学）研究センター、スポーツ教育研究セ
ンター、スポーツ医科学研究センターの機
能を活かし、地域社会の課題解決研究等を
進める。
総合研究所は、藤枝ICTコンソーシアムの
事業を進め、藤枝市内のDXを進める。

（イ）
⼤学の付置機関としての機能を活かし、地
域社会との連携策を発展的に構築する。客
員研究員の充実を進め、研究員を活⽤した
調査研究を具体的に進める。
藤枝市と連携し、「藤枝市⺠⼤学」に本学
教員の講義を増やし、受講⽣が本学の学⽣
となるよう働きかける。
磐⽥市と連携し、地域課題研究事業等を進
める。
学⽣の資格取得に資する講座を充実し、学
⽣が受講しやすい制度を整備する。
教員の専⾨性を⽣かした受託事業を充実す
る。
地域社会と結びついた学⽣の活動を⽀援す
る。
藤枝市・磐⽥市に加え、協定を結んだ⾃治
体等との連携事業を実施する。

（ウ）
○経営研究センターでは、後期ビジネスコ
ンテストの参加者を学⽣に募集した。
情報デザイン研究センターでは、⼤絵⾺プ
ロジェクトが進⾏中である。
○スポーツ医科学研究センターでは、「パ
リ五輪⼥⼦バスケットボールにおけるス
ポーツ科学サポート：トレーニングコーチ
の役割と実践事例」をテーマとして第28回
SSUスポーツ・健康科学セミナーの開催に
向けて準備を進めている。
○⽇本語教育研究センターでは、俳句コン
テストを実施した。
○本学が事務局を務める藤枝ICTコンソー
シアムでは、藤枝市デジタル⼈材育成事業
（藤枝市主催）を受託し、市と連携して、
現在のビジネスで活⽤できるデジタル⼈材
の育成事業を実施している。また、藤枝市
からの委託事業「デジタル経営診断事業」
を９⽉にスタートさせたほか、藤枝未来
DXスクールを10⽉から開設する予定であ
る。

②地域発展・地⽅創⽣への貢献
（ア）ふじのくに地域・⼤学コンソーシアム中期⽅針の推進

重点政策 2024年度計画アクションプラン 上期進捗状況(2024.9)
②に関して
（ア）
コンソーシアムの⾏う教育連携、地域貢
献、国際交流などの事業について、2024
年度からの中期計画アクションプランを、
静岡県、産業界と連携し、各⼤学と協働し
た事業実施を進める。

（ア）
新たにスタートしたコンソーシアムの中期
⽅針について理解を深め、他⼤学等との連
携の準備を進めた。

担当 次年度以降に向けての修正点

◎副学⻑（⽥畑）
●総合研究所所⻑（中⼭）
●総合研究所事務局⻑（澤野）
△企画調整室（澤野）
△総合研究所（伊藤）

◎副学⻑（⽥畑）
●総合研究所所⻑（中⼭）
●総合研究所事務局⻑（澤野）
△総合研究所（伊藤）

下期進捗状況(2025.3)
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（エ）学⽣の視点に⽴ったキャンパス環境の整備 （エ）
全学的なキャンパス構想研究組織の⽴ち上
げには⾄っていないが、既存の施設につい
て「施設維持・管理検討委員会」で整備の
緊急性・必要性を整理し、計画的に実施す
ることを念頭に⽉１回程度分科会を開催
し、磐⽥キャンパスのトレーニングルーム
更新等について協議した。協議結果を踏ま
え、業者発注の⼿続き等を実施した。ト
レーニングルームは令和６年２⽉末に完成
予定であり、磐⽥キャンパスの魅⼒向上に
つながる整備が完了する。藤枝キャンパス
においては⻄側駐⾞場の有効活⽤策とし
て、平⽇に学⽣への有料での貸出を11⽉か
らスタートすべく規程の⾒直し・要領の策
定・予約システムの開発等に着⼿した。学
⽣がキャンパスに来やすくなる、滞在時間
の増加の効果も期待しつつ後期での運⽤結
果を次年度以降に反映させたいと考えてい
る。

（オ）地域で活躍する学⽣の主体的活動への⽀援、⼤学コンソーシアム・
      地⽅⾃治体との協⼒

◎⼤学事務局⻑（酒井）
●総務課⻑（池ヶ⾕・甲斐）
△法⼈事務局総務課（⼩野寺）

◎副学⻑（⽥畑）
●企画調整室⻑（澤野）
●総合研究所所⻑（中⼭）
●総合研究所事務局⻑（澤野）
△企画調整室（澤野・吉添・松⾓）

（オ）
⼤学コンソーシアムや包括協定を締結した
⾃治体、企業等が提案する課題解決事業や
研究に、学⽣とともに取り組むとともに、
成果について、報道機関に提供し、⼤学の
ホームページに掲載する。

（エ）
中⻑期的視野に⽴ち、本学らしい特⾊ある
キャンパス環境を実現するため、全学的な
キャンパス構想研究組織を⽴ち上げ、他⼤
学等の情報の収集と戦略的な構想を作成す
る。
既存の施設については、「施設維持・管理
検討委員会」で整備の緊急性・必要性を整
理し、計画的に実施する。

（オ）
⼤学コンソーシアム関係ではゼミ・研究室
等地域貢献推進事業助成⾦に４件応募し、
３件採択、１件辞退となった。
⾃治体関係では菊川市こども・若者参画⽀
援交付⾦に１件採択となった。
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⼤ 学

（イ）スポーツ振興部における強化スポーツクラブのカレッジスポーツと
   しての総合管理機能の向上

重点政策 2024年度計画アクションプラン 上期進捗状況(2024.9)

（ウ）磐⽥市及び地域周辺の関連団体との連携による総合型スポーツクラブ
   事業（いわたスポーツクラブ）の発展、並びに他地域への⽀援・強化

（ウ）
静岡ブルーレヴズ、ジュビロ磐⽥、アザレ
ア、静岡SSUボニータとの連携と連携し、
教育に⽣かす。
スポーツスクール、スポーツクラブの運
営、指導者派遣、健康増進教室、各種イベ
ント運営を引き続き実施する。

（ア）
県内外等からの学⽣募集を強化し、学⽣を
巻き込んだ研究活動を進め、スポーツ科学
教育のモデル⼤学を⽬指す。
⾃治体、関係機関、企業と連携したスポー
ツ関連事業を進める。

（イ）
強化スポーツクラブの在り⽅、⽬的等を基
本から⾒直し、「静岡産業⼤学強化スポー
ツクラブに関するガイドライン」を、強化
スポーツクラブ及び強化スポーツクラブに
属するクラブのガバナンス、運営、指導組
織等に関する規定として整備する。
併せて、スポーツ振興部に係る業務、運営
等に関する規定を整備し、⼤学におけるス
ポーツ振興部の体制、役割・権限等を明確
化する。
強化スポーツクラブは部則を定め、部則に
従って運営する。
少⼦⾼齢化が進む中で、⼦供たちや⾼齢者
を対象とした、地域との協働による事業を
実施する。
⾃治体・関係機関、企業等と連携したス
ポーツ関連事業を進める。
スポーツに係る潜在的⼊学者の情報収集を
⾏う。

（イ）
4⽉開催の強化スポーツクラブスタッフ会
議において、2024年3⽉に全⾯改定した
「静岡産業⼤学強化スポーツクラブに関す
るガイドライン」の周知徹底を図るととも
に、8⽉には強化スポーツクラブ部⻑会を
新たに設置・開催し、強化クラブ間で課題
や取組に関し情報共有を図った。
2025年度スポーツ推薦⼊試に係る受験⽣
の取りまとめを⾏うとともに、トップアス
リート型⼊試の導⼊に伴い、「静岡産業⼤
学特待⽣規程」及び「静岡産業⼤学スポー
ツ振興部規程」の改正を⾏った。
2024年3⽉に強化スポーツクラブ毎に策定
した部則や活動指針に基づく部活動の運営
を推進している。
11⽉に本学体育館で実施予定の、地域の⼦
供から⾼齢者までが参加するスポーツ体験
イベント「晴れスポ」（ＭＳ＆ＡＤイン
シュアランスグループ主催、ユニバス後
援）の企画運営準備への協⼒を⾏った。
11⽉実施予定のエネジン㈱の地域部活動セ
ミナーの企画運営準備への協⼒を磐⽥⼥⼦
バレー部とともに⾏った。また、12⽉開催
予定のジュビロメモリアルマラソン（磐⽥
市スポーツ協会主催）の企画運営準備への
協⼒を⾏った。
2025年度スポーツ推薦⼊試の予定者が芳
しくないことから、全強化スポーツクラブ
に対し、スポーツ特待⽣枠を活⽤したスカ
ウティング強化を依頼した。

③スポーツの振興・強化 ③に関して
（ア）静岡県唯⼀のスポーツ科学部の開設を意義あるものとする （ア）

2023〜24年度SSUS⼊学者の４割強は県外
からであるものの、県内における学部の認
知度は⾼くないことから、更なる広報活動
が必要である。

（ウ）
静岡ブルーレヴズに⼊団した⾼校⽣が本学
進学を予定している。ジュビロ磐⽥には学
部初の卒業⽣が就職予定。アザレアや静岡
SSUボニータには本学の学⽣が選⼿として
活躍している。さらに、連携を強化し教育
に⽣かしたい。
いわた総合スポーツクラブ体操スクール⽣
には「静岡産業⼤学ダンスの⼣べ」
（12/22⽇かたりあで開催）に賛助出演し
ていただく。
連携してスポーツの推進を図るため、あい
ネットグループ、㈱ジュビロと連携協定を
締結した。また、アザレア・スポーツクラ
ブとは連携協定締結に向けた協議を進め
た。

担当 次年度以降に向けての修正点

◎スポーツ振興部⻑（広岡）
●スポーツ振興部課⻑代理（浦⽥）
●いわた総合スポーツクラブ事務局⻑（広岡）

△スポーツ振興部（⼭本）
△いわた総合スポーツクラブ事務局（浦⽥）

下期進捗状況(2025.3)
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（イ）企業や⾃治体などと連携したグローカル教育の推進

④教育研究のグローカル化、地域プラットフォーム化
（ア）SSUグローカルヴィジョンの策定 （ア）

地域においてもグローバル化が進み、産業
構造が変化する中、地域社会や企業が求め
る⼈材像を明確化し、質の⾼い教育を推進
するＳＳＵグローカルビジョンを副学⻑を
キャップに外部⼈材の参画を得て策定し、
ビジョンを実践する。

（イ）
企業や⾃治体と連携した実学授業を各教員
が積極的に実施する。「冠講座(寄付講
座)」を新規開拓する。

(イ)
産官学連携の実学教育を積極的に⾏った。
専⾨演習や⼼理経営学特殊講義・経営学特
殊講義では、産学連携の議場を学⽣とアク
ティブラーニングする機会を設けた。

（ウ）「外国⼈留学⽣受⼊と⽇本⼈学⽣海外留学促進のための中期⽅針」の
   着実な実施

（ウ）
「外国⼈留学⽣受⼊と⽇本⼈学⽣海外留学
促進のための中期⽅針」の着実に実現す
る。また、⼤学コンソーシアムと連携し、
ベトナム、インドネシアなどの⼤学との連
携協定締結・実施を進める。
留学⽣の県内・国内就業を、⺠間⽀援組
織、⾦融機関と連携して進める。また、
「留学⽣⼤学院進学⽀援専⾨教員チーム
（仮称）」を作り、留学⽣⼤学院進学⽀援
を進める。

④に関して
(ア)
冠講座開講の企業・団体にデータサイエン
ス教育に関するアンケート調査を実施し、
教育プログラムの改善に反映させた。

（ウ）
留学⽣が⽇本の⽣活にスムーズに慣れるよ
うに来⽇時から下宿到着までサポートし
た。
ゴミ出しや清掃など地域社会のルールにつ
いて講習会を⾏った。

（エ）全国レベル⼤会での上位成績を視野に⼊れた強化スポーツクラブ強化策
   の推進

（エ）
強化策を戦略的・計画的に進める。

重点政策 2024年度計画アクションプラン

◎副学⻑（⽥畑）
◎学⽣部⻑（髙橋・⾕⼝昭）
●学⽣委員⻑（髙橋・館）
△学⽣⽀援課（増⽥・萩原）
△企画調整室（澤野・吉添・松⾓）

下期進捗状況(2025.3) 担当 次年度以降に向けての修正点

◎副学⻑（⽥畑）
◎教務部⻑（⼩泉）
●教務委員⻑（永⽥・徐）
●国際交流委員⻑（⼟居・後藤）
△教務課（佐野温・中村）

（エ）
今年度新たに強化スポーツクラブの指導者
として契約を締結した（磐⽥バレーボール
部⼥⼦監督、⼥⼦サッカー部総監督、硬式
野球部コーチ）。
特に⼥性部員の適切な⾝体の維持管理のた
め、⼥性トレーナー1名の新規雇⼊れの検
討を進めた。
磐⽥市⻑を表敬訪問し、激励を頂くなど、
部員のモチベーションＵＰと取材による本
学の情報発信の強化に努めた（柔道部⼥
⼦、アザレア所属の⻄選⼿、体操部男⼦）

上期進捗状況(2024.9)
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⼤ 学

重点政策 2024年度計画アクションプラン 上期進捗状況(2024.9)
【組織⾯の３つの重点政策】

①スポーツ科学部と経営学部との有機的連携
（ア）スポーツ科学部の発展に向けた構想策定 （ア）

【経営】経営学部とスポーツ科学部間で、
全学で運⽤する学びとして「スポーツ経
営」と「スポーツ保育」の分野を置き、学
部間履修の枠を越えて両学部の学⽣が⾃由
に学ぶことができるように、経営学の専⾨
である副学⻑の意向を聞きながら全学で調
整を進めている。

①に関して
（ア）
スポーツ科学部の完成年度となる2024年
度前期末までに、4年間の学部運営の課題
を踏まえた完成年度後の構想を全教職員に
情報共有し、年度末までに、将来構想を
オーソライズする。
経営学部とスポーツ科学部間では、スポー
ツビジネスコースの取り扱い、進め⽅を前
期末までに調整する。
少⼈数・ゼミナール形式等の授業の取組に
より、課題発⾒⼒・課題解決⼒・提案⼒、
スポーツ科学の理論的な知識と実践⼒、⽣
涯スポーツや健康づくりに活⽤するプログ
ラムを作成する⼒を養成する。
さらに、本学らしいスポーツ⽂化の進化、
⼤学ブランド⼒の向上に向けた取組を強化
し、実績を広報する。

【スポ】スポーツ科学部の2025年度実施
の新構想は、4つのプログラムを企図し、
2024年度上半期に教授会に上程した。さ
らに、経営学部とスポーツ科学部間で共通
科⽬とする「スポーツチームマネジメン
ト」プログラムも同様に承認済みである。
スポーツビジネスコースの取り扱い、進め
⽅については、下半期に調整する。

（イ）学⽣の学修⽀援、就職実績向上に向けた後援会、同窓会の組織強化と
   連携強化

（ア）
各教職員と、商⼯会議所、市町、産業⽀援
機関、報道機関などとの連携協⼒情報を報
道機関に情報提供、ホームページに掲載す
る（窓⼝：企画調整室）。

（イ）
後援会に対する新たな情報提供、サービス
について具体的な取組計画を策定し、実施
する。
同窓会名簿を整備し、30周年事業として同
窓会事業を計画・実施する。
留学⽣の同窓会組織を作り、海外で同窓会
の実施を計画・実施する。

（ウ）私⽴⼤学等改⾰総合⽀援事業等⽂部科学省新年度助成事業への取組 （ウ）
私⽴⼤学等改⾰総合⽀援事業タイプ3が引
き続き認定されるよう取り組む。また、
「少⼦化を⽀える新たな私⽴⼤学等の経営
改⾰⽀援」「私⽴⼤学等経営DX推進事業
費補助」「定員規模的成果に係る経営判断
を⽀えるための⽀援」等の⽀援事業を調査
研究し、申請に結び付ける（担当：企画調
整室）。

（ア）両キャンパスでの産業界、他⼤学、地域、機関との連携教育、事業、
   活動の展開

（ア）
本学（教職員）と地域との連携協⼒事業に
ついては、広報・メディア課⼜は事業担当
部署においてマスコミへの取材協⼒と情報
提供を⾏っているとともに、実施結果をト
ピック記事として⼤学HPに掲載してい
る。

⑤同窓会、後援会、地⽅⾃治体、地域産業界、他⼤学等の連携強化 ⑤に関して

担当 次年度以降に向けての修正点

◎副学⻑（⽥畑）
●学部⻑（佐野・髙橋）
△企画調整室（澤野）

◎副学⻑（⽥畑）
◎学⽣部⻑（髙橋・⾕⼝昭）
●企画調整室⻑（澤野）
●総合研究所所⻑（中⼭）
●総合研究所事務局⻑（澤野）
●学⽣委員⻑（髙橋・館）
△企画調整室（澤野・吉添・松⾓）
△学⽣⽀援課（増⽥・萩原）

（イ）
後援会、同窓会に対しては開学30周年事業
実施についての周知を⾏うとともに協⼒を
要請し、両団体から資⾦援助を得ることが
できた。
記念事業のうち、ジュビロ磐⽥マッチデー
には後援会、同窓会の役員を招待した。特
に同窓会については、学内で編成した課題
対応チームのうち、記念事業「海外同窓
会」の企画・実施を担当するチームへの協
⼒を要請し、秋から冬にかけて実施する事
業への参画についても了解を得ている。ま
た、２⽉に開催する開学30周年記念式典に
後援会及び同窓会の役員を招待する予定で
ある。

（ウ)
私⽴⼤学等改⾰総合⽀援事業の引き続きの
認定に向けて、本学を含む県内５⼤学によ
る「プラットフォーム形成推進委員会」の
開催のほか、学内調整等申請準備を進め
た。
新規補助⾦の「少⼦化時代を⽀える新たな
私⽴⼤学等の経営改⾰⽀援」補助⾦につい
ては、学内で教員、事務職員から成る特定
課題対応チームを編成して対応する⽅針の
下、期限である８⽉末までに必要書類を整
え、申請を完了した。

下期進捗状況(2025.3)
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⼤ 学

（イ）キャリア⽀援の体系化と教職員が連携した組織的運営 （イ）
就職委員会でキャリア教育⽅針を策定し、
⽅針に基づくカリキュラム（インターン
シップを含む）で教育を⾏う。
就職実績を上げるため、公務員塾に続き、
就職塾、会計塾、教員試験突破塾を設置
し、就職試験対策教育を⾏う。また、留学
⽣の国内・県内企業等への就職⽀援のため
の産学協働のシステムを⽴ち上げる。
キャリア⽀援スタッフと教員は、学⽣の就
職活動情報を共有し、早期に希望する企業
などに内定が取れるよう⽀援する。
教職員は、企業の経営者・採⽤担当者等を
訪問し、新規採⽤者に必要とされる能⼒・
資質を把握し、キャリア⽀援スタッフと情
報を共有する。
スポーツ科学部4年⽣が希望の職種や企業
などに就職できるよう、全学を挙げて⽀援
する。具体的⽀援策を年度当初にキャリア
⽀援課・就職委員会で作成する。

（イ）
【就職委員⻑】⼗分な引き継ぎを受けてお
らず、キャリア教育⽅針の策定を⾏ってい
ない。
⼀⽅、本学のキャリア教育を含めたDPと
もに親和性の⾼いPROGを1、3年⽣対象に
実施をしており、今後のEBE（evidence-
based education)に備えて、データの提供
を可能にした。また、インターンシップに
関しては2022年の三省合意を受けて、⾒
直しを実施。具体的には事前事後学習のみ
ならず、就業先のプログラムがブラック
ボックスのままでは、質の保証が担保でき
ないことから、受⼊企業とともに教育実践
プログラムの検討会を実施（2024年3⽉15
⽇、4⽉19⽇、5⽉24⽇）。
さらに、受⼊企業のプログラム内容を履修
学⽣にアピールするため、受⼊企業の協⼒
のもとポスター・プロジェクトシート、動
画作成した。なお、本取組は⽂部科学教育
通信（シーアーズ社）にて、2024年2⽉以
降に2回に分けて寄稿予定。⼀⽅、オープ
ンカンパニーが主流な中で、履修学⽣数・
受⼊企業数ともに伸び悩んでいることか
ら、次年度に向けて⾒直しを⾏う予定。
公務員塾は上期は37名が受講（両キャンパ
ス、両学部）。受講中の4年⽣の中から⾏
政２名（藤枝市、牧之原市）、⾃衛隊（⼀
般幹部候補⽣２名、⼀般曹候補⽣１名）、
警察（静岡県警察1名）が合格。
就職塾の上期の受講者（5回以上）は、藤
枝２名、磐⽥4名。ビジネス塾の上期の受
講者（5回以上）は、藤枝2名、磐⽥3名。
受講者が少なく、加えて、⼤学の⽅針とも
必ずしも⼀致せず、全⾯⾒直しを含めた再
検討を今後⾏う。

（イ）経営学部の新たな学部構想の推進 （イ）
経営学部の学びの新たな構想を、学⽣に周
知するとともに、受験⽣となる⾼校⽣や⽗
⺟、⾃治体・企業等ステークホルダーに学
びの姿を的確かつ分かりやすく伝える。

（イ）
８つのコースの代表に、それぞれのコース
の学びを特⻑づける科⽬の提出を求めてい
る。それらの科⽬とゼミの学びを通して将
来、どのような分野を⽬指していくのか、
学⽣⽬線の学びのグランドデザインを進め
ている。

②全学委員会、学部委員会、教授会が連携した学⽣サービスの向上 ②に関して
（ア）藤枝・磐⽥キャンパスの各委員会組織の連携した運営 （ア）

⼊試運営委員会は2021年度からスポーツ
科学部単独で運営してきた。2024年度か
らはスポーツ科学部として、教授会と教務
委員会を単独開催してきた。それにより、
学部の特⾊を⽣かした企画、実施運営が俊
⾜に展開できた。なお、委員会構成は、
「教務・⼊試・教職委員会」を除く、２名
体制（委員⻑・副委員⻑）で⾏っている。

（ア）
学⻑⽅針、学部⻑⽅針に基づき、各委員会
で、年度当初に、年度計画を策定し、委員
⻑は進捗管理、学内への情報提供を⾏う。
若⼿教職員が委員会運営の中⼼となる仕組
としていく。

◎学部⻑（佐野・髙橋）
●就職委員⻑（宮⽥・江間）
●スポーツ教育研究センター⻑（宮
崎）
●教職委員⻑（松永）
●ICT委員⻑（久保⽥・⻘⽊）
●ICT研究機構⻑（⽥⼝）
△キャリア⽀援課（⽇⾼・⻫藤）
△教務課（佐野温・中村）
△情報システム課（野依）
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【スポ学部⻑】スポーツ科学部は、就職の
７つの職種に応じた「なるにはシート」
（ロードマップ）を作成し、１年⽣から就
職の意識づけをしている。また、鷲崎理事
と酒井事務局⻑を中⼼に学部⻑も加わり、
⽉⼀回⻄部地区の企業回りをして、本学の
広報・就職活動を展開してきた。教職員の
総⼒を挙げた就職⽀援のおかげもあり。教
員採⽤や公務員、スポーツプロ団体への就
職が決定している。
新たに設置頂いた「〇〇塾」の恩恵も受け
ており感謝申し上げる。今後は費⽤対効果
も検証しながら、学⽣へのサービス向上に
努めていく。

経営学部では、キャリア⽀援課、⿑藤・⽇
⾼課⻑とともに、就職の質の保証を⽬的に
2024年8⽉から9⽉にかけて、企業開拓を
実施（12社）。具体的には求める⼈材像、
25年卒の採⽤スケジュールの確認ととも
に、本学主催の合同企業説明会の打診を
⾏った。

SSU教員採⽤試験突破塾は、スポーツ科学
部の学⽣が受講。2024年度前期は25名
（４年２名、３年16名、２年７名）が受
講。この取り組みは2023年度後期から実施
しているが、当時受講していた３年⽣（現
４年⽣）20名しており、今年度に教員採⽤
試験に現役合格した６名は全員受講者で
あった。

留学⽣の就職⽀援に関しては、留学⽣就職
セミナーをオンラインで２回実施。１回⽬
（7/23）１名、２回⽬（10/24）２名が出
席。2025年度に向けてSFGマネジメント社
（静岡銀⾏グループ）が⾏う、外国⼈留学
⽣の⼈材紹介事業と連携を協議中。

会計塾、教員試験突破塾は教務課が運営を
担当。以下、担当者からの報告内容。
会計塾の受講者は経営学部20名（藤枝15

名、磐⽥５名）、スポーツ科学部０名。経
営学部の受講者の中から⽇商簿記１級合格
者が出ている。

学⽣の進路実態を早期かつタイムリーに把
握するため、ゼミ担当教員等を対象にした
調査を紙媒体からグーグルフォームに変更
した（2024年5⽉、7⽉、9⽉、12⽉実施予
定）。ただし、教員からのレスポンス等に
スポーツ就職 Googleフォームとスプ
レッドシートを活⽤し、4年⽣の進路状況
調査と実態把握を実施した。約2カ⽉ごと
に期限を設け、学⽣への声掛けや指導につ
いて、教授会やメールを通じて教員に依頼
した。３年⽣については、なるにはシート
を活⽤し、現時点での進路希望の状況把握
を⾏った。
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⼤ 学

（エ）教学のDX化の推進

重点政策
（ウ）教職センターによる教職課程の⽀援充実 （ウ）

教員志望学⽣は、全員「教員採⽤試験突破
塾」で学ぶよう指導を徹底する。また、教
育実習、教員採⽤試験に向けたマンツーマ
ンサポートを引き続き実施する。

（ウ）
・教員志望学⽣への「教員採⽤試験突破
塾」受講の徹底や、教員の「教育実習、教
員採⽤試験」対策の成果もあり、開学以来
最多となる、現役教採合格者は７名になっ
た。引き続き、⾮常勤講師希望者への⽀援
を継続する。
・教員採⽤1次試験合格者に対する2次試験
対策(⾯接対策)は、マンツーマン対策を継
続すると同時に対策勉強会を開催し、充実
を図った。

（エ）
学⽣すべてがパソコンを授業で活⽤するこ
とが⼀般的な状態になることを踏まえ、Ｉ
ＣＴ研究機構⻑がキャップとなり、教学の
ＤＸ計画を⾒直し、ＩＣＴ機器・ＡＩをフ
ルに活⽤した授業が進むよう、勉強会や研
究会を実施する。
また、ＤＸ化の先進⼤学の調査を教職員が
連携して⾏い、本学でのＤＸ化に取り⼊れ
る。
情報・データサイエンス教育等に必要な機
器・施設整備を優先して⾏う。

（エ）
前期においては、1）ICTの最新活⽤拠点の
視察（他⼤学、⾼校、最先端拠点など）、
2）学内全教職員に向けたICTシンポジウム
（報告・研究会）の実施、以上の2点をＤ
Ｘ化推進の活動として実施した。6⽉26⽇
（⽔）⽥⼝と⽵内主任により、群⾺の官⺠
共創スペースなど（NETSUGEN、
tsukurun、TUMO）を視察した。また、7
⽉12⽇には、永⽥前機構⻑と野依課⻑と⽵
内主任により、静岡学園⾼校の視察を実施
した（ハード環境やBYODの様⼦、ICT教
育活動の特徴を視察した）。また、今年度
初の取組みとして、2）学内全教職員に向
けたICTシンポジウム（報告・研究会）を
実施した。本学の全教職員を対象とし、
ICTへの啓蒙や⾃⼰研鑽の機会を提供する
ことを⽬的に、6⽉と7⽉の2回、ZOOMに
より実施した。6⽉19⽇は「AI・メタバー
ス特集」として、永⽥先⽣、佐野学部⻑、
⽵内主任の3名にご登壇を頂き、教職員連
携の取組みを実施した。さらに7⽉17⽇は
「データサイエンス特集」として、徐先
⽣、岩本先⽣、野依情報システム課⻑の3
名にご登壇を頂き、教職員連携の取組みを
実施した。

2024年度計画アクションプラン 上期進捗状況(2024.9) 下期進捗状況(2025.3) 次年度以降に向けての修正点担当
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③に関して
（ア）
「藤枝市⺠⼤学（⼀般教養コース、リカレ
ント教育コース、資格取得コース）」の企
画・運営を引き続き⾏う。
磐⽥キャンパスでは、磐⽥市と協働した
「公開講座」を実施する。
科⽬等履修⽣、ルネサンス⼊学制度の社会
⼈への普及に努めるとともに、リカレント
教育に求められるカリキュラムを検討、実
施していく。

（イ）総合研究所を軸とした専⾨⼈材の育成 （イ）
総研研究員の登録拡⼤と、研究員の活⽤を
進める。

（ア）
今年度の藤枝市⺠⼤学では、これまでの⼀
般教養コース、リカレント教育コースにリ
スキリングコースを追加して、前年度より
12講座増やして、55講座を開講した。藤
枝キャンパス、藤枝駅前キャンパス（BiVi
キャン）の施設を会場として提供し、本学
教授、総研客員研究員等6⼈を講師とする
などして、本学及び本学教員の存在感を⽰
した。
磐⽥キャンパスでは、下期開催の公開講座
の準備を進め、これまで経営に関するテー
マが中⼼だったところ、今年度は初めてス
ポーツに関するテーマを取り上げることと
なった。この講座を通じて、スポーツ科学
部の魅⼒を広くPRし、スポーツ分野にお
ける本学の専⾨性をより発信できるよう取
り組んでいくこととした。

(イ)
９⽉３⽇開催の本年度第３回総合研究所運
営協議会において、新たに１名の客員研究
員について承認を得た。

③リカレント教育による⼤学の社会的責任の達成
（ア）SSUリカレント教育ブランドの創出

（ウ）
県⼤学室・⼤学コンソーシアムが策定した
リカレント教育制度に積極的に協⼒し、リ
カレント講座で本学教員が積極的に講義を
⾏う。

2024年度計画アクションプラン
①
「静岡産業⼤学学⽣募集戦略会議」で、⼊
試情報を収集分析し、⽬標を数値化し、具
体的戦略・戦術を作り、全教職員が連携協
⼒して、定員数を上回る⼊学者確保を⽬指
す。

②
ファクトブックに各種アンケート結果、研
究成果データ、財務データ等を加え、分析
を⾏い、結果を⽰す。年度計画をアクショ
ンプランに落とし込み、アクションプラン
で年度計画の実施状況を⽰し、次のアク
ションにつなげる。
アクションプランの進捗状況報告をもと
に、次の半期にすべきことを各期が始まる
前に各委員会は⾏動計画を作成し、実⾏す
る（企画調整室が進捗管理）。

②
次年度予算については学⻑の中⻑期計画を
念頭に置いた全学的な20％マイナスシーリ
ングを実施するため⼤規模な施設投資事業
は控えられるべきであるが、中⻑期にわた
る年度別推進計画への検討を「施設維持管
理検討委員会」にて検討を⾏っている。

上期進捗状況(2024.9)
①
2024年度の学⽣募集戦略計画及び数値⽬
標を掲げ、⽬標達成のための課題や対策な
どを整理する。収容定員を上回るためには
県外の⾼校⽣の獲得は急務であり、⾼校⽣
や他⼤学の動き、新しい市場開拓の可能性
などを調査し、必要に応じて関係者に情報
提供を⾏っている。

(ウ）
本学を含む県内５⼤学で構成する「プラッ
トフォーム形成推進委員会」により「リカ
レント教育リレー講座」（浜松学院⼤学が
主担当）を６⽉〜７⽉のいずれも⼟曜⽇に
開催した（本学は第１回６⽉１⽇を担当教
員が講義)。各⼤学の５名の教員によるリ
レー⽅式での開催であったが、受講者は延
べ44名（実29名）にとどまった。受講者
の増加を図るため、効果的な広報が課題と
なった。

担当 次年度以降に向けての修正点
◎副学⻑（⽥畑・丹⽻）
◎教務部⻑（⼩泉）
◎学⽣部⻑（髙橋・⾕⼝昭）
●企画調整室⻑（澤野）
●事務局⻑代理（池ヶ⾕）
●事務局次⻑（甲斐）
●教務委員⻑（永⽥・徐）
●学⽣委員⻑（髙橋・館）
△学⽣募集戦略室（吉添）
△企画調整室（吉添・松⾓）
△法⼈事務局総務課（⼩野寺）
△教務課（佐野温・中村）
△学⽣⽀援課（増⽥・萩原）

◆基本戦略Ⅱ；⼤学改⾰事業推進のための財務基盤の確⽴

（ウ）ふじのくに地域・⼤学コンソーシアム、藤枝市との連携による
   新たなリカレント教育の実施

計   画
①収⼊の８〜9割を占める学納⾦の基となる収容定員を上回る学⽣募集戦略の
 着実な実施

②収容定員充⾜率、教職員数等ＩＲ（Insitutional Research)データと財務
 データの分析を踏まえ、中期計画、年度計画、アクションプラン等に効
 果的に反映する検証システム整備

下期進捗状況(2025.3)

◎副学⻑（⽥畑）
◎教務部⻑（⼩泉）
●教務委員⻑（永⽥・徐）
●総合研究所所⻑（中⼭）
●総合研究所事務局⻑（澤野）
●企画調整室⻑（澤野）
△教務課（佐野温・中村）
△総合研究所（三原・伊藤）
△企画調整室（吉添・松⾓）
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⑤
新カリキュラムでは、開講科⽬数を減ら
し、体系的な学びとなるよう整理した。磐
⽥キャンパスでは、スポーツ経営、保育に
関する学び、藤枝キャンパスでは、データ
サイエンス、観光学が学べることを特⾊と
し、８つのコースを構成した。

⼤ 学

⑤開講授業科⽬の精査と適正化 ⑤
質の⾼い最先端の実学を科⽬の軸にし、開
講科⽬数を精査し、経営学部では、磐⽥
キャンパスと藤枝キャンパスの特⾊が⾒え
るコース・授業科⽬としていく。
留学⽣が地域の優良な企業等に就職できる
よう、実務的な⽇本語能⼒を⾝につける教
育プログラムを研究し、実⾏に移す。

④公的補助⾦の獲得 ④
国庫補助⾦、県・市町補助⾦の確保に努め
る。私⽴⼤学等改⾰総合⽀援事業を引き続
き確保する。年度末に公表する国・県・市
町の⽀援事業を企画調整室が把握・分析
し、担当部署に確実につなげ、担当部署は
取組の可否を学部⻑、事務局⻑と協議す
る。

③離学者の減少対策の実施

④
私⽴⼤学等改⾰総合⽀援事業の引き続きの
認定に向けて、本学を含む県内５⼤学によ
る「プラットフォーム形成推進委員会」の
開催のほか、学内調整等申請準備を進め
た。
新規補助⾦の「少⼦化時代を⽀える新たな
私⽴⼤学等の経営改⾰⽀援」補助⾦につい
ては、学内で教員、事務職員から成る特定
課題対応チームを編成して対応する⽅針の
下、期限である８⽉末までに必要書類を整
え、申請を完了した。

③
【教務委員⻑】アドバイザー教員へ学⽣⾯
談の記録をスプレットシート及び学⽣ポー
トフォリオに記載することを促した。
【学⽣委員⻑】「学⽣⽣活における配慮願
い」を提出した学⽣について、教務委員会
と連携し、教職員に情報を周知した。特
に、アドバイザー教員および授業担当者に
は、適切な配慮を依頼した。
 また、カウンセリングルームに関する情
報や来所学⽣の動向について、関係者間で
情報を共有した。さらに、カウンセリング
や臨床⼼理を専⾨とする教員の協⼒を得
て、来所学⽣への対応を⾏った。
 ⽇本学⽣⽀援機構が提供する給付型およ
び貸与型奨学⾦については、周知と推薦作
業を円滑に実施した。加えて、アドバイ
ザー教員には、家計が急変した学⽣に対し
て奨学⾦情報を提供するよう周知した。

③
アドバイザー教員が⼀次相談員となり、
学部⻑は、学⽣⽀援課、キャリア⽀援課、
保健センター、カウンセリングルームと連
携してきめ細やかな対応をする。
アドバイザーウィークでの、学⽣⾯談の着
実な実施により、⾯談記録を学⽣ポート
フォリオに記載し、教職員間で情報の共有
化をする。
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①組織ガバナンスと意思決定

上期進捗状況(2024.9)

⑦
2024年度上期は年度別推進計画の中期計
画に対応した事業投資検討を「施設維持・
管理検討委員会」および分科会にて実施、
本年度中の既存の施設・機器の整備順位を
明確化する。必要に応じ外部委員である静
岡県建築物保安協会の理事を呼び検討を重
ねる予定。

⑥
学⽣募集については、前年度から引き続き
「学⽣募集戦略会議」において、情報の共
有を徹底しながら、統括責任者を中⼼に学
⽣確保につながる各種⽅策を検討し、実⾏
に移した。
教員の確保については、公募を⾏い、所定
の書類審査や⾯接を実施したが、適任者の
採⽤には⾄らなかった。
DXの推進については、法⼈事務局・情報
システム課を中⼼に、教職員の勤怠管理、
電⼦決裁の円滑な運⽤を確保しながら、全
教職員の共通業務や業務頻度の⾼い業務を
優先して次の電⼦化を検討している。

（イ）
本年度は昨年度に引き続き学⽣募集戦略会
議により学⽣募集を柱に⼊試・広報等、定
員確保に向けた取組を進めていく。受験者
の状況等募集成果を踏まえて、下期に運営
組織の⾒直しを⾏う。

（ア）
2023年度の下期の進捗状況について、常
任理事会、理事会、評議員会及び監事が
チェックを⾏い、その結果を2024年度の
アクションプランに反映させた。また、同
アクションプランは⼤学HPにも掲載し、
広く公開している。

⼤ 学

計   画
⑥学部別収⽀改善に向けた効率化と合理化 ⑥

⼤学設置基準にある収容定員の上限となる
よう学⽣募集に努めるとともに、計画的に
専任教員数・教授数を確保する。
⼤学運営のＤＸ化を進め、経費削減と効率
的な事業活動の両⽴を図る。先進的取組を
している⼤学等（外国の⼤学も含め）の調
査を⾏い、できるものから取り⼊れる。

⑦適切な選択と集中による事業投資 ⑦
「施設維持・管理検討委員会」で、既存の
施設・機器の整備順位を明確化し実施す
る。「施設維持・管理検討委員会」には、
外部委員を加える（再掲）。
施設充実に係る中⻑期計画を策定し、戦略
的な事業投資を⾏う（再掲）。

⑧教員の外部競争資⾦獲得の奨励 ⑧
科研費や各種競争的外部資⾦情報を随時に
教員に提⽰し、その申請を促すことを徹底
する。⼤学コンソーシアムや市町の助成
⾦、各種団体の研究助成⾦、企業との共同
研究を積極的に獲得する。

2024年度計画アクションプラン

（ア）
中期計画の下位計画である年度計画を、毎
年⾒直し、これらの計画をアクションプラ
ンに反映させ、半期ごとに進捗状況を
チェックし、ＰＤＣＡサイクルを確保す
る。半期ごとに⾏うアクションプランの実
施状況は、次の改善につなげるため、各期
の始まる前に、担当委員会が次期の実⾏計
画を作り、実⾏する。

（イ）
全学諸会議のあり⽅について常に改善を図
り、学⻑を軸としたガバナンスが実効ある
ものとしていく。教職員が協働した⼤学運
営組織の⾒直しを進める。

（イ）全学諸会議、学部委員会の随時⾒直しと教職員役職者への権限移譲及び
   執⾏業務の明確化によるガバナンスの強化

次年度以降に向けての修正点

⑧
科研費では新規研究課題で10件採択され
た。
⼤学コンソーシアム関係ではゼミ・研究室
等地域貢献推進事業助成⾦に４件申請し、
３件採択（うち１件辞退）された。
しずおか中部連携中枢都市圏地域課題解決
事業には４件申請し、４件採択された。
藤枝市地域政策研究・創造事業に２件申請
し、１件採択された。
磐⽥市地域課題研究事業に２件申請し、２
件採択された。

◎副学⻑（⽥畑・丹⽻）
◎⼤学事務局⻑（酒井）
●企画調整室⻑（澤野）
△企画調整室（吉添・松⾓）

◆基本戦略Ⅲ；中期計画の着実な遂⾏のための組織ガバナンスの強化
計   画 2024年度計画アクションプラン 上期進捗状況(2024.9)

①に関して
（ア）学⻑⽅針に基づくアクションプランの着実な実施と監査結果を踏まえた
   PDCA運営の徹底

下期進捗状況(2025.3) 担当

下期進捗状況(2025.3) 担当 次年度以降に向けての修正点
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②効果的⼈事評価制度の構築 ②に関して ②

⼤ 学

上期進捗状況(2024.9)

（ア）
2022年に策定した⼤学BCPに基づき発災
時等の初動対応にとどまらず､他⼤学との
連携等を盛り込んだ復興計画､⼤学の教
育・研究事業の継続計画を整備して、全教
職員､全学⽣に⽰し､研修・訓練を通じて徹
底するよう、努めていく｡

（イ）
協定を締結している藤枝市、磐⽥市、静岡
市、焼津市，菊川市との間で、実効性を備
えたリスクマネジメント体制の構築を進め
る。

2024年度計画アクションプラン
（ウ）
法⼈事務局との連携した協働体制により、
より効果的な運営組織としていく。理事
⻑・学⻑連絡会を定期的に⾏い、情報の共
有化と法⼈・⼤学⼀体となった⼤学運営を
⾏う。

（エ）
事務職員の能⼒向上に資する研修への積極
的な参加を進める。また、テーマごとに教
職員が⼀体となった勉強会・研修会を実施
する。
⼤学運営・教学のDX化を進めるため、先
進事例の調査を教職員が協働して実施し、
教職員の能⼒強化と⼤学運営等の先進化を
進める（再掲）。

教育職員⼈事評価規定に基づき、適切な評
価を⾏う。また、必要に応じた⾒直しを⾏
う。⼈事評価結果を教員の待遇改善につな
げる検討を⾏う。
職員の⼈事評価を実効あるものとするよう
研究する。

③に関して

（ウ）
⼤規模な事務職員の⼈事異動を経て、これ
から益々法⼈事務局との連携した協働体制
により、より効果的・効率的な執⾏体制と
なるように、理事⻑・学⻑連絡会を開催
し、課題解決に向けて協議をしてきた。今
後も定期的に、理事⻑・学⻑連絡会を開催
し、現場との情報の共有化を進めていく。

（エ）
各所属のＯＪＴとして、所属職員に担当業
務に係る研修を積極的に受講させるととも
に、他団体主催の研修会等に事務局から適
任者を選定し、参加させている。８⽉には
法⼈内の全事務職員を対象に、職員研修会
（⼈事評価・アンコンシャスバイアス）を
開催、10⽉には幹部職員を対象に「ハラス
メント研修」を開催した。また、教員の海
外研修に職員を同⾏させ、経験の蓄積を
図った。

教育職員の前年度分の実績に係る評価業務
について、規定に基づく年間業務スケ
ジュールから少々遅延したが、上期にやる
べきことは的確に実施できた。学部⻑・教
育職員の⾯談結果を経て、７〜８⽉に学⻑
が全教育職員との⾯談を⾏い、９⽉に評価
結果を通知した。

（ア）
⼤学ＢＣＰに基づく他⼤学との連携等を盛
り込んだ復興計画､⼤学の教育・研究事業
の継続計画を整備するところまではできて
いないが、南海トラフ⼤震災を想定した地
元住⺠の避難等も考慮した防災備蓄品の
ローリングストックなどを両キャンパスで
協⼒し推し進めた。また、本年度防災訓練
は12⽉３⽇に両キャンパス同⽇開催とし災
害対応に備える。その他巨⼤台⾵や線状降
⽔帯の発⽣などによる主要交通網の⿇痺に
伴う学⽣の登下校、教職員の出退勤のガイ
ドラインを現在、教務部⻑・教務課とも連
携して策定中である。

（イ）
磐⽥キャンパスでは磐⽥市の指定避難所指
定を受けている第２ｽﾎﾟｰﾂｾﾝﾀｰに⾮常⽤発
電機等を整備したことにより、災害の際の
停電時においても、不便な避難所運営を回
避でき、迅速かつ安全な事業継続が可能と
なってている。また、今後、地元⾃治体と
の連携により、より円滑なリスクマネジメ
ント体制構築を⽬指す。

◎⼤学事務局⻑（酒井）
●事務局⻑代理（池ヶ⾕）
●事務局次⻑（甲斐）
△総務課（⻑⾕川・森）

下期進捗状況(2025.3) 担当 次年度以降に向けての修正点
◎⼤学事務局⻑（酒井）
●企画調整室⻑（澤野）
●事務局⻑代理（池ヶ⾕）
●事務局次⻑（甲斐）
△企画調整室（吉添・松⾓）

（イ）包括協定を締結している⾃治体、地⽅団体との協⼒・連携によるリスク
   マネジメント体制の構築

計   画
（ウ）法⼈との連携による機動的な執⾏体制の維持

（エ）SD、FDによる教職員のキャリアの各段階における実施と組織⼒と
   教職員の能⼒強化

③リスクマネジメント
（ア）⼤学BCP策定
 

◎副学⻑（⽥畑）
◎⼤学事務局⻑（酒井）
●企画調整室⻑（澤野）
△企画調整室（吉添・松⾓）
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①事業実施体制の整備

②開学30周年事業の実施

①
学⻑の意向を踏まえ、開学30周年記念事業
の年間の取り組みの⾻格をつくり、全学会
議で学内共有を図った。随時事業の追加や
変更を⾏っていくこととし、事業ごとの実
施体制、役割分担を⾏うとともに、進捗管
理を実施した。

②
特に計画的な事業の企画・実施と綿密な連
絡調整が求められる「開学30周年記念誌の
発⾏」及び「海外同窓会の実施」について
は、教員・事務職員とで推進チームを編成
し、リーダーを置いて事業を進めた。

（ウ）突発的危機への組織的対応を可能とするマネジメント体制とガバナンス
   体制の構築

◆基本戦略Ⅳ；開学３０周年事業の実施
下期進捗状況(2025.3) 担当 次年度以降に向けての修正点

（ウ）
突発的な危機に対し、藤枝市、磐⽥市と連
携した合同訓練の実施など協⼒体制の実効
性を確保していく。

（ウ）
磐⽥、藤枝両キャンパスで⾏う年１回の防
災訓練は磐⽥消防署、志太榛原消防署の協
⼒により実施し、突発的な危機事象に対
し、連携した協⼒体制が取れるように、体
制の構築に努めている。今後は、更なる協
⼒体制の構築に向けて、両市の危機管理
課、⼤規模災害対策課、地域防災課とも協
議していく。

計   画 上期進捗状況(2024.9)2024年度計画アクションプラン
①
30周年事業計画を策定し、事業ごとに実施
体制を整備する（担当：企画調整室）。

②
事業ごとに推進グループを作り、実施計
画・ロードマップを作り、実⾏していく
（統括事務局：企画調整室）。
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⼤ 学
総合研

     ③これまでの調査研究の成果を⽣かしてシンポジウム等を開催する。

     ④主任研究員及び研究員が静岡県内のシンクタンク等の調査研究に参画
   するための情報提供等を⾏う。

     ②本学の多様な教師陣や県内外の多様な⼈材を⽣かし、市⺠⼤学等の
   教養やビジネス等の各種の講座・セミナーの開設に取り組む。

 総合研究所は、「地域社会の発展に寄与する教育、研究、情報、アイディア、サービス等の提供を通じて広く社会貢献を⾏う」という本学のミッションに沿い、静岡県の地域社会・産業界が求める研究、情報啓発活動を⾏うという総合研究所の設置⽬
的達成に向けて、調査研究、教育啓発、地域連携に取り組み、本学の教員の研究内容や資質、本学の教育能⼒を⽣かして地域に貢献していく。
 また、地城に向けた⼤学の窓⼝として、地域のよりよい経済・社会・環境づくりに取り組み、国際社会の共通⽬標であるＳＤＧｓの達成に貢献していく。併せて、教員に、実学研究に不可⽋なフィールド・ワークの機会を提供し、企業の具体的活動や
現場に接触して、その知⾒を拡げることも⽀援していく。事業の性格、内容に応じては、講座等への学⽣参加を促し、⼤学教育の⼀環をも担っていく。
 今後、藤枝駅前のＢｉＶｉキャンの活⽤を図りつつ、以下の事項に積極的に取り組むとともに、事業展開エリアを藤枝、磐⽥地区中⼼から県内全域への拡⼤を図り、当⾯、年間事業費5,000万円を⽬標とする。
 これらの活動が効果的に実施できる総合研究所の組織体制の充実を図る。

基本
戦略

2024年度計画アクションプラン 上期進捗状況(2024.9)

Ⅱ 教育啓発
 １．市⺠、学⽣を対象とした講演会、講座等の開催
     ①教員の著作出版を記念する講演会等、本学教員の知⾒に基づく講演会
   を開催し、本学教員の周知を通じて⼤学の存在感を⾼めていく。

1に関して
①
公開講座等の開催を通じて本学の教員の存
在を地域にアピールする。

Ⅰ 調査研究
 １．地域社会の発展に寄与する調査研究を促進するための情報発信
     ①主任研究員及び研究員の情報のホームページへの掲載や総研ニュース
   の発⾏等を通じて情報発信する。

     ②⾃治体や各界の照会に応じて主任研究員及び研究員の情報を提供する。

1に関して
①②
HP等各種ツールや⾃治体主催の会議等の
機会を活⽤して情報提供を⾏う。

 ２．地域のニーズに応じた調査研究の受託
  ⾃治体や各界のニーズに応じて当研究所の事業として調査研究を受託する。

２に関して
⾃治体や産業界からの要請に機動的に対応
する。

◎所⻑（中⼭）
●総研事務局⻑（澤野）
△総合研究所（伊藤）

②
今年度の藤枝市⺠⼤学では、これまでの⼀
般教養コース、リカレント教育コースにリ
スキリングコースを追加して、前年度より
12講座増やして、55講座を開講した。

【重点事項】

２
スポーツ庁の「感動する⼤学スポーツ総合
⽀援事業」について、⺠間事業者との連携
により申請し、全学的な取組を進める⽅針
の下、準備を進めたが、準備段階で申請困
難と判断し、申請まで⾄らなかった。⼀⽅
で、磐⽥商⼯会議所の要請を受け、「表計
算ソフト講座」を円滑に開催した。
➀
下期開催の公開講座の準備を進め、これま
で経営に関するテーマが中⼼だったとこ
ろ、今年度は初めてスポーツに関するテー
マを取り上げることとなった。この講座を
通じて、スポーツ科学部の魅⼒を広くPR
し、スポーツ分野における本学の専⾨性を
より発信できるよう取り組んでいく。
藤枝市⺠⼤学では藤枝キャンパス、藤枝駅
前キャンパス（BiViキャン）の施設を会場
として提供し、本学教授、総研客員研究員
等6⼈を講師とするなどして、本学及び本
学教員の存在感を⽰した。

①
⼤学HP上の研究員紹介を今年度版に更新
した。総研ニュースについては内容等の調
整に⼿間取り、上期中の発刊ができなかっ
た。
②
上期においては情報提供の場が主にHPに
限られていた。下期は11⽉に磐⽥市で開催
される「産業振興フェア」、2⽉に富⼠市
で開催予定で「ものづくり⼒交流フェア」
などの⾏事があるため、企業や団体に本学
研究員に係る情報を広く発信していく。
③
本学の開学30周年記念事業として、BiVi
キャンでのシンポジウムを年間計画に位置
付け、藤枝市との連携の下、下期開催に向
け準備を進めた。

◎所⻑（中⼭）
●研究総務課⻑（井川）
●地域連携室⻑（三原）
△総合研究所（伊藤）

◎所⻑（中⼭）
●総研事務局⻑（澤野）
△総合研究所（伊藤）

◎所⻑（中⼭）
●研究総務課⻑（井川）
●地域連携室⻑（三原）
△総合研究所（伊藤）

下期進捗状況(2025.3) 担当 次年度以降に向けての修正点

②
⾃治体と連携して市⺠⼤学等の講座の充実
を図る。

③④
⾃治体やシンクタンクと連携して事業を⾏
う。
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３
「磐⽥ウェルビーイング指標」の取り組み
は直接的な研修ではないが、⾃治体と本学
とが連携して地域の課題解決に向けて実施
しているプロジェクトであり、市⺠の幸福
度向上を⽬的に、地域社会の発展やまちづ
くりに貢献することを⽬指している。
⼀⽅で、「藤枝産官学連携懇話会」を年4
回開催することとし、本学教員による研究
事項の発表、ゲストによる講話等につい
て、聴講後、参加の⾃治体、各種団体、⼀
般企業等による混成の勉強会を実施し、相
互啓発と交流を図っている。

⼤ 学
究所 ③

「FP3級講座」及び「宅建講座」を開講
し、順調に進⾏している。特に宅建講座に
ついては、受講者からの関⼼が⾼まり、⼈
気が出ている。今後も引き続き、地域社会
や受講者のニーズに応える講座内容の充実
を図り、さらなる満⾜度向上に努めたい。
BiViキャン資格取得講座としては、宅建
⼠、FP3･2級等7講座を開設することと
し、タウン誌などにおける広報を実施して
いる。上期開催の宅建⼠、FP3級は45⼈が
受講、7割が⼀般市⺠、3割が本学学⽣と
なっている。藤枝市では資格試験合格者に
1万円の報奨⾦を贈呈する。

 ２．⾃治体や産業界等と連携したリカレント講座、研修等の充実
     ①⾃治体、商⼯会議所、ＪＡ、まちづくり団体等の地域団体、他⼤学と
   連携して各種の事業を企画する。

     ②企業⼈を対象とした能⼒向上研修講座等を企業の希望に沿って連携して
   事業を企画していく。研修内容によっては、出張研修形式も取り⼊れる。

２に関して
①②
⾃治体や産業界との連携により機動的に事
業を企画する。

   ③地域の⼈材養成のための講座（市⺠⼤学等）を⾃治体や経済団体、地域
    団体等と連携して実施していく。

③
⾃治体等と連携して住⺠の参画や社会貢献
活動に資する講座を開設する。

   ④これからの実社会で求められる課題解決型の⼈材育成事業に、⾃治体や
    他⼤学と連携して取り組む。

④
⾃治体等と連携して課題解決型の⼈材養成
のための事業を⾏う。

３に関して
⾃治体の要請に機動的に対応して研修の実
施⼜は講師の紹介を⾏う。

  ③市⺠や学⽣を対象とした実社会で活躍するための資格取得に向けた
   講座の開設に取り組む。

◎所⻑（中⼭）
●研究総務課⻑（井川）
●地域連携室⻑（三原）
△総合研究所（伊藤）

 ３．⾃治体対象の研修の充実
       産業振興、観光振興、まちづくり、⾃治体経営等をテーマとした⾃治体職員や
       議員対象の研修を、県内⾃治体の希望に沿って連携して事業を企画していく。

◎所⻑（中⼭）
●研究総務課⻑（井川）
●地域連携室⻑（三原）
△総合研究所（伊藤）

◎所⻑（中⼭）
●地域連携室⻑（三原）
△総合研究所（伊藤）

➃
藤枝市デジタル⼈材育成事業(藤枝市主
催）を⼤学が事務局を務める藤枝ICTコン
ソーシアムで受託し、連携して、現在のビ
ジネス社会で求められる課題解決型のデジ
タル⼈材の育成事業を実施する。

◎所⻑（中⼭）
●研究総務課⻑（井川）
●地域連携室⻑（三原）
△総合研究所（伊藤）

◎所⻑（中⼭）
●総研事務局⻑（澤野）
△総合研究所（伊藤）

①②
藤枝ICTコンソーシアムと連携し、地域の
中⼩企業に対し、DXの推進に向けた専⾨
講座を開催していく。

③
藤枝市⺠⼤学(藤枝市主催）に係る業務を
受託し、⼀般教養コース、リカレント教養
コース、資格取得・リスキリング講座、全
55講座を開設し、運営している。
藤枝市デジタル⼈材育成事業(藤枝市主
催）については、⼤学が事務局を務める藤
枝ICTコンソーシアムで受託し、連携し
て、現在のビジネスで活⽤できるデジタル
⼈材の育成事業を実施している。

③
就職や職業能⼒の向上に資する各種の資格
講座を開設する。
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１
総合研究所の理念や事業実績などを広く伝
えるため、HPを更新したが、総研ニュー
スレターについては調整に⼿間取り、発刊
には⾄っていない。定期的かつ効果的な広
報活動を確実に実施することに努める。

Ⅳ 広報・セールス活動の強化と体制づくり
 １．広報活動の強化と体制づくり
  総合研究所の理念や事業実績、研究員の陣容等を様々な機会を⽣かして
     紹介し、併せて、地域の話題やデータを提供していく。
     また、ＨＰや総研ニュースレターによる定期的な広報活動や、広報活動
  を強化するための体制づくりを進める。

 ２．教員の得意分野、SDGs分類のデータベースの充実
        教員の得意分野を把握し、取組事業分野の拡⼤とテーマの多様化を図る。
        また、SDGs分類のデータベース構築を進める。

２に関して
SDGｓの推進を踏まえ本学研究者のデータ
の収集し発信する。

２
教員プロフィール冊⼦について、作成⽅
法、時期等を検討し、効果的な情報発信と
事務負担の軽減に努める。

上期進捗状況(2024.9)
４
磐⽥市からの受託事業である「リカレント
講座」について、受講者の学びを⽀える充
実した内容を提供できるよう、11⽉からの
実施に向けて現在準備を進めている。

①
藤枝市、藤枝商⼯会議所、ＪＡ⼤井川、岡
部町商⼯会、地域おこし協⼒隊、県中部地
域局、地域づくり団体、企業、藤枝商⼯会
議所⻘年部などの多様な構成員が参加して
の、第１回の「藤枝産官学連携懇話会」を
開催し、貴重な意⾒・情報交換の場を運
営・確保した。

３
現在、⾦融機関の研究所や他の研究機関と
の連携による具体的な取り組みは実施して
いない。今後は各種事業の企画や実施にお
いて、これらの機関と協⼒関係を築き、連
携へとつなげていきたい。

⼤ 学
総合研
究所

②
講師の紹介等の要請に機動的に対応する。

 ３．⾦融機関等他の研究機関との連携強化
  各種事業等を企画、実施するにあたり、⾦融機関の研究所等他の研究機関との
     連携を強めていく。

３に関して
⾦融機関の研究所の研究誌への本学研究者
の投稿を促す。

１に関して
総研ニュースを活⽤して様々な知⾒を地域
に提供する。広報活動の強化のための検討
を⾏う。

【重点事項】 2024年度計画アクションプラン
 ４．受託事業の充実
     教員の得意分野を⽣かして、⾃治体からの計画策定、職員研修、議員研修等
  の受託事業の充実を図るとともに、藤枝市のエフドアをはじめ地域の団体等
  と連携し、企業からの受託事業の開発に努める。

４に関して
⾃治体や産業界からの要請に機動的に対応
して⼈材育成や地域活性化等に資する事業
を実施する。

Ⅲ 地域連携
 １．地域社会との連携強化と的確な対応
     ①地域や社会の課題解決や新たな価値の創造に向けて、連携した積極的な
         取組が求められることから、地域の⾏政、⾼校、産業界と連携を強めて
    いく。

   ②地域連携の窓⼝として、地域企業や住⺠からの講師、委員の相談に的確
    に対応していく。

◎所⻑（中⼭）
●地域連携室⻑（三原）
△総合研究所（伊藤）

◎所⻑（中⼭）
●研究総務課⻑（井川）
△総合研究所（伊藤）

◎所⻑（中⼭）
●研究総務課⻑（井川）
△総合研究所（伊藤）

◎所⻑（中⼭）
●地域連携室⻑（三原）
△総合研究所（伊藤）

２
藤枝市からの委託事業「デジタル経営診断
事業」を９⽉にスタートさせたほか、藤枝
未来DXスクールを10⽉から開設する予定
である。また、藤枝市関係部局と合同で
「市⺠の⽣活全般のデジタル化」を検討す
ることとしており、藤枝市DX事例集を作
成した。さらには、「ソフトバンク社会貢
献プログラム産学連携プロジェクト」が本
年３⽉よりスタートしている。

 ２．地域社会のＤＸに向けた協⼒
        ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）に向けた藤枝市、藤枝商⼯会
   議所との連携による藤枝ＩＣＴコンソーシアムへの着実な事業展開に協⼒
   していく。

２に関して
藤枝ICTコンソーシアムの運営の拠点とし
て各種の事業展開をサポートする。

◎所⻑（中⼭）
●研究総務課⻑（井川）
●地域連携室⻑（三原）
△総合研究所（伊藤）

②
吉⽥町⽣涯学習課からの依頼に応え、吉⽥
町シニアカレッジに講師を派遣することが
できた。今回の派遣を通じて、地域のシニ
ア世代の学びを⽀援し、地域連携をさらに
深める⼀助となるとともに、吉⽥町と本学
との包括連携協定の締結にまでつながるこ
とが期待される。
⼀⽅、藤枝市⺠⼤学では本学教授、客員研
究員等6⼈を講師として各種講座を実施し
ている。

◎所⻑（中⼭）
●研究総務課⻑（井川）
●地域連携室⻑（三原）
△総合研究所（伊藤）

◎所⻑（中⼭）
●研究総務課⻑（井川）
●地域連携室⻑（三原）
△総合研究所（伊藤）

下期進捗状況(2025.3) 担当 次年度以降に向けての修正点

１に関して
①
キャンパスが所在する藤枝市、磐⽥市を拠
点に産官学の連携を強化する。
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 ５．本学学⽣の参加の促進
     拡充する資格講座や受託事業等に本学の学⽣の参加を図り、学びの場として
     活⽤する。

５に関して
オリエンテーション等を活⽤して学⽣の参
加を促す。

５
資格講座や受託事業等への本学学⽣の参加
を促進するため、学⽣に対する案内と教員
への呼びかけを⾏った。今後も取り組みを
拡充していく。

 ３．データの活⽤
        総合研究所事業や⼤学各センター事業への参加者情報を広報誌や事業案内に
        活⽤していく。また、学⽣募集広報事業で得た情報について調査・分析し、
        今後の経営戦略に必要な計画案の策定、新規事業の企画などに活⽤する。

３に関して
総合研究所の情報を学内の関係者に提供
し、各種の計画の策定等への有効活⽤を図
る。

３
教員プロフィール冊⼦について、作成⽅
法、時期等を検討し、効果的な学内での情
報提供・共有と事務負担の軽減に努める。

 ４．セールス活動の強化と体制づくり
     ⾃治体や経済団体等へのセールス活動を県内全域に拡⼤し、強化していく。
        特に、静岡市から浜松市の間の⾃治体や経済団体には、期待されるテーマ
     の聴取や事業のセールス活動に結び付く定期的な訪問活動の実施に努める。
        また、セールス活動を強化するための体制づくりを進める。

４に関して
県内の⾃治体や経済団体を訪問し情報収集
とニーズの把握を⾏う。

◎所⻑（中⼭）
●研究総務課⻑（井川）
●地域連携室⻑（三原）
△総合研究所（伊藤）

◎所⻑（中⼭）
●総研事務局⻑（澤野）
△総合研究所（伊藤）

◎所⻑（中⼭）
●総研事務局⻑（澤野）
△総合研究所（伊藤）

４
講座のチラシ配付等の営業・広報活動の際
に、情報の収集等に努めている。
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